
千葉市新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金支給事業実施要綱 

 

（目的） 

第１条 新型コロナウイルス感染症の影響により生活に困窮する世帯に対して

は、これまで緊急小口資金等の特例貸付等による支援を行ってきたところ、

新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で、既に総合支援資金

の再貸付が終了する等により、特例貸付を利用できない世帯が存在する。 

この要綱は、こうした世帯に対して、就労による自立を図るため、また、

それが困難な場合には円滑に生活保護の受給へつなげるため、千葉市新型コ

ロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金の支給に関し、「新型コロナウイ

ルス感染症生活困窮者自立支援金支給要領」（「新型コロナウイルス感染症

生活困窮者自立支援金の支給について」（令和３年６月１１日付社援発  

０６１１第７号厚生労働省社会・援護局長通知）別紙）に基づき、必要な事

項を定める。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

（１）常用就職 期間の定めのない労働契約又は期間の定めが６月以上の労働

契約による就職をいう。 

（２）職業訓練受講給付金 職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援

に関する法律（平成２３年法律第４７号）第７条第１項に規定する職業訓

練受講給付金をいう。 

（３）基準額 申請日の属する年度分の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）

の規定による市町村民税（同法の規定による特別区民税を含むものとし、同

法第３２８条の規定によって課する所得割を除く。）が課されていない者の

収入の額を１２で除して得た額（１，０００円未満は切り上げとする。）を

いう。 

（４）住宅扶助基準額 昭和３８年４月１日厚生省告示第１５８号（生活保護

法による保護の基準を定める等の件）による住宅扶助基準に基づく額 

（支給対象者） 

第３条 千葉市新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金支給事業の対

象者は、次の各号のいずれにも該当する者（同種の新型コロナウイルス感染症

生活困窮者自立支援金（以下「自立支援金」という。）を既に他の都道府県、

市（特別区を含む。）又は福祉事務所を設置する町村から受けている者を除く。

以下「支給対象者」という。）とする。 

（１）次のアからカまでのいずれかに該当する者であること。 

ア 都道府県社会福祉協議会が実施する緊急小口資金等の特例貸付におけ



る総合支援資金の再貸付（以下「再貸付」という。）を受けた者であっ

て、自立支援金の申請をした日（以下「申請日」という。）の属する月

の前月までに当該再貸付の最終借入月が到来していること。 

イ 再貸付を受けている者であって、申請日の属する月が当該再貸付の最

終借入月であること。 

ウ 都道府県社会福祉協議会に対して再貸付の申請をしたが、申請日以前

に不承認となったこと。 

エ 都道府県社会福祉協議会に再貸付の申請を行うために、自立相談支援

機関（以下「生活自立・仕事相談センター」という。）への相談等を行

ったものの支援決定を受けることができず、申請日以前に再貸付の申請

をできなかったこと。 

オ 令和４年１月以降に新たに自立支援金を申請する者であり、かつ、都

道府県社会福祉協議会が実施する緊急小口資金及び総合支援資金（初

回）の特例貸付（以下「初回貸付等」という。）をいずれも受けた者で

あって、申請日の属する月の前月までに当該初回貸付等の最終借入月

（緊急小口にあっては、借入月）が到来していること（アからエの者及

び現に再貸付を申請又は利用している者を除く。） 

カ 令和４年１月以降に新たに自立支援金を申請する者であり、かつ、初

回貸付等をいずれも受けている者であって、申請日の属する月が当該初

回貸付等の最終借入月（緊急小口資金にあっては、借入月）であること

（アからエの者及び現に再貸付を申請している者を除く。） 

（２）申請日の属する月において、自ら就労等により収入を得て、その属する

世帯の生計を主として維持している者であること。 

（３）申請日の属する月における、申請者及び当該申請者と同一の世帯に属す

る者（以下「申請者等」という。）の収入の額を合算した額が、基準額及

び住宅扶助基準額を合算した額以下であること。 

（４）申請日における申請者等の所有する金融資産の合計額が、基準額に６を

乗じて得た額（当該額が１００万円を超える場合は１００万円とする。）

以下であること。 

（５）次のア又はイに該当する者であること。 

ア 公共職業安定所、無料職業紹介事業を行う特定地方公共団体又は地方

公共団体の委託を受けて無料の職業紹介を行う職業紹介事業者（以下

「地方公共団体が設ける公的な無料職業紹介の窓口」という。）に求職

の申込みをし、常用就職による就職を目指し、以下に掲げるいずれもの

求職活動を行うこと。 

（ア）月１回以上、生活自立・仕事相談センターの面接等の支援を受ける 



こと。 

（イ）月２回以上、公共職業安定所又は地方公共団体が設ける公的な無料 

職業紹介の窓口で職業相談等を受けること。 

（ウ）原則週１回以上、求人先へ応募を行う又は求人先の面接を受けるこ 

  と。 

イ 生活保護を申請し、当該申請に係る処分が行われていない状態にある

こと。 

（６）申請者等が、生活保護費又は職業訓練受講給付金を現に受給していない

こと。 

（７）申請者等が、偽りその他不正な手段により再貸付又は初回貸付等の申請

を行っていないこと。 

（８）申請者等が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年

法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員でないこと。 

（求職活動等要件） 

第４条 支給対象者は、自立支援金の支給期間中、常用就職に向けて前条第５

号アに掲げる求職活動等を誠実かつ熱心に行わなければならない。ただし、

支給期間中に生活保護を申請し、当該申請に係る処分が行われていない間に

ついては、この限りではない。 

（自立支援金の支給等） 

第５条 市長は、支給対象者に対し、この要綱の定めるところにより、自立支

援金を支給するものとする。 

２ 前項の規定により支給対象者に対して支給する自立支援金は、１月ごとに

支給し、その支給額は、次の各号に掲げる申請者等の数に応じ、それぞれ当

該各号に定める金額とする。 

（１）１人    ６万円 

（２）２人    ８万円 

（３）３人以上 １０万円 

（支給期間） 

第６条 自立支援金の支給期間は、３月とする。 

（自立支援金の申請受付開始日及び申請期限） 

第７条 自立支援金に係る申請受付開始日は、市長が別に定める日とする。 

２ 申請期限は、令和４年１２月３１日とする。 

（自立支援金の申請及び支給の方式） 

第８条 自立支援金申請者は、新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援

金支給申請書（様式第１号－１。以下「自立支援金申請書」という。）及び

新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金申請時確認書（様式第１号



－２。以下「自立支援金確認書」という。）に次の各号に掲げる書類を添え

て市長に提出しなければならない。 

（１）住民票の写し 

（２）次のア又はイのいずれかの書類 

ア 再貸付に係る借用書の写しその他の第３条第１号アからエまでのいず

れかに該当することを証する書類（再貸付の振込状況が分かる通帳の写

し等を含む。） 

イ 新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金再貸付不承認・過去

借入状況申告書（様式第１号－３） 

（３）申請者等のうち、収入がある者についての申請日の属する月の収入が確

認できる書類の写し 

（４）申請者等の申請日において有している金融機関の口座の通帳等の写し 

（５）第３条第５号イに該当する場合は、生活保護の申請を行っていることを

確認できる書類の写しとする。 

（６）自立支援金の振込先の金融機関の口座の通帳等の写し 

２ 市長は、自立支援金申請書が提出された場合は、前項各号の添付書類等を

確認の上、不適正受給が疑われる場合等明らかに支給要件に該当しない者を

除き、自立支援金申請書を受け付けるものとする。この場合において、前項

各号の添付書類等に不足があるときは、申請者に対し必要書類の追加提出を

求めるものとする。 

３ 第１４条の再支給の申請者は、本条第１項の規定にかかわらず、別紙様式

第１号－４の申請書及び別紙様式第１号－５の確認書に加え、同項各号に掲

げる書類のうち市長が支給要件を確認する上で必要と認める書類を添えて市

長に提出しなければならない。 

（公共職業安定所等への求職申込み等） 

第９条 市長は、自立支援金申請者が公共職業安定所又は地方公共団体が設け

る公的な無料職業紹介の窓口への求職申込みを行っていないときは、申込み

を行うよう求めるものとする。ただし、当該自立支援金申請者が生活保護を

申請し、当該申請に係る処分が行われていない間については、この限りでは

ない。 

（審査及び支給決定等） 

第１０条 市長は、自立支援金申請者から提出された自立支援金申請書及び添

付書類に基づき、自立支援金の支給の可否を審査するものとする。 

２ 市長は、前項の審査を行い、自立支援金の支給を決定した場合は新型コロ

ナウイルス感染症生活困窮者自立支援金支給決定通知書（様式第２号。以下

「決定通知書」という。）を、自立支援金の不支給を決定した場合は不支給



の理由を明記して新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金不支給通

知書（様式第３号）を当該自立支援金申請者に交付するものとする。 

３ 市長は、決定通知書を交付する際、自立支援金の支給を決定した者（以下

「受給者」という。）に対して、求職活動等状況報告書（様式第４号）、公

共職業安定所又は地方公共団体が設ける公的な無料職業紹介の窓口における

職業相談確認票(様式第５号)及び新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立

支援金常用求職活動状況報告書（様式第６号）を交付し、求職活動等の報告

を求めるものとする。 

４ 市長は、自立支援金申請書に添付する証拠書類等が整わなかった申請者に

おいて、自立支援金申請日から１か月を経過した日（土日祝日であった場合

にはその直後の平日）までに必要書類が提出されなかった場合は、自立支援

金の不支給を決定し、新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金不支

給通知書を交付することができる。 

（支給方法） 

第１１条 市長は、自立支援金の支給について、自立支援金申請書により、自

立支援金申請者から指定された金融機関の口座へ振り込むことにより行うも

のとする。 

（常用就職及び就労収入の報告） 

第１２条 受給者は、常用就職したときは、常用就職届（様式第７号）を市長

に提出しなければならない。 

２ 前項の届出を行った受給者は、当該届出を行った月以降毎月１回、収入額

が確認できる書類の提出をすることにより、市長に就労収入の報告をしなけ

ればならない。 

（支給の中止） 

第１３条 市長は、受給者が次の各号のいずれかの事由に該当する場合は、以

下の定めのとおり自立支援金の支給を中止するものとする。 

（１）受給者が、受給中に第４条に該当していないことが判明した場合、原則

として、当該事実を確認した日の属する月の支給から中止する。 

（２）受給者が、常用就職により就職した場合であって、当該就職に伴い当該

者の収入額が基準額及び住宅扶助基準に基づく額を合算した額を超えた場

合、原則として、当該収入額が得られた月の支給から中止する。 

（３）支給決定後、虚偽の申請等不適正な受給に該当することが明らかになっ

た場合、直ちに支給を中止する。 

（４）支給決定後、受給者が禁錮刑以上の刑に処された場合は、直ちに支給を

中止する。 

（５）支給決定後、受給者又は受給者と同一の世帯に属する者が暴力団員と判



明した場合は、直ちに支給を中止する。 

（６）受給者が生活保護費を受給した場合は、支給を中止する。 

（７）受給者が職業訓練受講給付金を受給した場合は、支給を中止する。 

（８）受給者が、偽りその他不正な手段により再貸付又は初回貸付等の申請を

行ったことが明らかになった場合は、直ちに支給を中止する。 

（９）上記各号に定めるほか、受給者の死亡など、支給することができない事  

情が生じたときは、支給を中止する。 

２ 市長は、前項の規定により自立支援金の支給を中止した場合には、新型コ

ロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金支給中止通知書（様式第８号）を

当該受給者に交付するものとする。 

 （再支給） 

第１４条 市長は、自立支援金の受給期間が終了した受給者から、第７条第２

項の申請期限までに再支給の申請があった場合、第３条第２号から第７号の

要件を改めて確認の上該当する者については、一度に限り、第５条第２項の

支給額、第６条の支給期間により再支給することができるものとする。ただ

し、従前の受給中に前条第１項各号（第２号、第６号及び第７号を除く）に

該当し支給が中止となった場合又は正当な理由なく第３条第５号に関する報

告等を怠った場合は、再支給することができない。 

（不当利得の返還） 

第１５条 市長は、偽りその他不正の手段により自立支援金の支給を受けた者

に対し、支給を行った自立支援金の返還を求めるものとする。 

（受給権の譲渡又は担保の禁止） 

第１６条 自立支援金の支給を受ける権利は、譲り渡し、又は担保に供しては

ならない。 

（関係機関との連携等） 

第１７条 市長は、自立支援金の支給決定のために特に必要と認めるときは、

自立支援金確認書で取得している同意の範囲内で、官公署その他の関係機関

等に対し、支給決定のために必要な資料の提供を求めることができる。 

２ 市長は、受給者等の状況等について、生活自立・仕事相談センター、区保

健福祉センター及び社会福祉協議会と情報共有その他の連携を図ることによ

り、事業の円滑な実施及び自立支援金の支給期間終了後の支援への円滑な移

行に努めるものとする。 

（留意事項） 

第１８条 事業の実施に当たっては、関係する国の通知等に基づき実施するも 

のとする。 

（その他） 



第１９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和３年７月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和３年９月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和３年９月２１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現にこの要綱による改正前の様式により調製された 

用紙は、当分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和３年１１月３０日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現にこの要綱による改正前の様式により調製された 

用紙は、令和３年１２月３１日までの間、必要な箇所を修正して使用すること 

ができる。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和４年４月２６日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、第３条第５号ア（イ）及び（ウ）については、令和

４年４月２６日付厚生労働省社会・援護局 新型コロナウイルス感染症生活

困窮者自立支援金業務推進室長及び地域福祉課生活困窮者自立支援室長連名

事務連絡「コロナ禍における「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」」（生

活困窮者支援分）について」の効力が喪失するまでの間、次のとおり読み替

えるものとする。 

 読替前 読替後 

第３条第５号ア

（イ） 

月２回以上、公共職業安

定所又は地方公共団体が

設ける公的な無料職業紹

介の窓口で職業相談等を

受けること。 

月１回以上、公共職業安定

所又は地方公共団体が設け

る公的な無料職業紹介の窓

口で職業相談等を受けるこ

と。 

第３条第５号ア

（ウ） 

原則週１回以上、求人先

へ応募を行う又は求人先

の面接を受けること。 

原則月１回以上、求人先へ

応募を行う又は求人先の面

接を受けること。 



３ この要綱の施行の際、現にこの要綱による改正前の様式により調製された

用紙は、当分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。 

 

附 則 

 この要綱は、令和４年８月９日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和４年９月９日から施行する。 


